


























理とその行動に関する声明」（A Statement on Business Ethics and a Call for Action）を公表し
たが，アメリカ社会における企業倫理への大きな関心をも表している。同年，William Ruder は
American Association of Collegiate School of Business で企業倫理学教育の必要性の調査報告を
　
2 創価経営論集　第33巻第 3 号
行ったが，企業倫理学は経営学教育の一つ重要な部分であるというアメリカ社会の認識の結果を
示した。しかし，当時は大学教育ではこのような企業倫理の講座がほとんどなかった。1963年
T. M. Garrett 等は『企業倫理ケーススタディー』（The Business of Ethics）（編著）を出版，
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が50％，企業自身のイメージが19. 7％，企業従業員自身が5. 3％，企業と従業員との関係が4. 7％，
企業経営陣自身のモラルが3. 3％，企業と主管部門との関係が 2 ％であると認識している。如何
に企業倫理をしっかり構築するかはいうまでもない。
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